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男女の地位の平等感、男女の就業、賃金格差、家庭での役
割など、「男女共同参画社会」に関するあらゆるデータを集録。

● 新型コロナウイルス発生後の完全失業者数の増加
　 男性　96万人（2019年）　➡　116万人（2021年）
　 女性　66万人（2019年）　➡　77万人（2021年）
● 新型コロナウイルス発生後の正規の職員・従業員数の変化
　 男性　2,334万人（2019年）　➡　2,334万人（2021年）
　 女性　1,160万人（2019年）　➡　1,221万人（2021年）
● 新型コロナウイルス発生後の非正規の職員・従業員数の変化
　 男性　691万人（2019年）　➡　652万人（2021年）
　 女性　1,475万人（2019年）　➡　1,413万人（2021年）
● 勤続年数 35 年以上の男性、女性の平均給与
　 男性　651万円（年）　女性　334万円（年）
● 2019 年度の男性、女性の平均賃金
　 男性 338.0万円（年）　女性 251.0万円（年）
● 2019 年度の男女間の賃金格差……

74.3（男性＝ 100）
● 管理的職業従事者の割合の主要国との比較
　 日本　13.3％　米　40.7％　英　36.3％　
　 仏　34.5％　独　29.4％　韓　14.6％
● 女性管理職の平均割合の多い業種
　 1 位  小売　15.5％　2 位  不動産　15.3％　
　 3 位  金融　12.7％
● �新型コロナ発生後の現在の生活に対する「満足

度」の変化
　 男性　72.0（2019年）　➡　54.5（2021年）
　 女性　75.4（2019年）　➡　55.9（2021年）
● �新型コロナ発生後の現在の生活に対する「不満足

度」の変化
　 男性　47.1（2019年）　➡　60.0（2021年）
　 女性　44.3（2019年）　➡　59.5（2021年）
● �今後もテレワーク継続をしたいと思う有業者の割合
　 男性　35.4％　女性　35.6％
● �今後もテレワーク継続をしたいと思う「正規雇用者」の割合
　 男性　37.6％　女性　45.2％
● 今後もテレワーク継続をしたいと思う「非正規雇用者」の割合
　 男性　22.8％　女性　27.1％

男女の地位の平等感、就業状況、賃金格差、育児、家庭での役割など、「男女共同参
画社会」に関するあらゆる調査・統計データを網羅。各種の調査研究に最適です。

男女共同参画社会
データ集 2022

都道府県議会議員に占める女性の割合（2019年8月現在）
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女性 n=2,164男性 n=3,243

都道府県
議員
現員
数

（人）

うち
女性
（人）

女性
割合
（％）

東京都 127 41 32.3 20％以上　
2団体京都府 60 13 21.7

神奈川県 104 19 18.3 15％以上～
20％未満

3団体
滋賀県 42 7 16.7
兵庫県 85 13 15.3
岩手県 48 7 14.6

10％以上～
15％未満
20団体

埼玉県 89 13 14.6
沖縄県 48 7 14.6
岡山県 55 8 14.5
鳥取県 35 5 14.3
静岡県 68 9 13.2
千葉県 92 12 13.0
長崎県 46 6 13.0

1位 東京都 32.3％
2位 京都府 21.7％
3位 神奈川県 18.3％

…

45位 大分県 4.7％
46位 熊本県 4.2％
47位 山梨県 2.8％

地方議会議員の所属議会別男女の割合（2020年12月〜2021年1月調査）

国・自治体・企業・団体のデータを網羅！



三冬社ホームページには すべてのデータ集を掲載　https://www.santho.net/

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善・講義・論文作成に

例えばこんなことがわかる・図表グラフが 900 点以上掲載
男女共同参画社会に関する様々なデータがこの1冊にまとまった

主な内容紹介

第１章  官庁統計によるデータ
配偶関係人口／世帯の状況／婚姻と離婚の状況／就業状態の動向／雇
用状況／入職と離職の状況／賃金構造／民間給与の実態／雇用均等基
本調査 - 企業調査＆事業所調査／学生の進学・就職率／女性研究者／
コロナ下の男女の就業・雇用への影響　など

第2章  �国が実施した調査
社会意識／国民生活／コロナ下における家事・育児・男女の役割等へ
の影響調査／仕事と育児等の両立／男女間における暴力／第５次男女
共同参画基本計画／全国女性の参画マップ／女性の政治参画課題に関
する調査／地方議会における女性議員の状況／防災に関する女性登用
状況　など

第3章  �自治体が実施した調査
地域別にみる男女共同参画に関する意識（女性の人権、男女の地位の
平等感、家事・育児の役割分担・仕事と家庭の両立の理想と現実、固
定的性別役割意識、男女平等教育、高校生の意識　など）

第4章  団体・民間企業が実施した調査
日本社会のジェンダー意識／選択的夫婦別姓についての
考え／Ｚ世代男女の政治への関心／女子大学生のジェン
ダー意識／女性登用に対する企業の意識／育児休業の取
得意識／フリーランス男女の仕事の実態／男女の労働日
数・時間に関するデータ／年次有給休暇の取得調査／夫
婦関係満足度／女性特有の健康課題　など

第5章  �国際比較データ
主要国における男女の労働状況／コロナ下の男女労働者
への影響／諸外国の女性の参画状況／ EUにみる男女格
差／諸外国における男女の休業制度　など
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（注）
総務省

「労働
力調査

」より
作成。

季節調
整値。

就業者
数

雇用者
数

2019年平
均

2020年平
均

6,724万人
（＋60）

男性 3,733（＋
16）

女性 2,992（＋
46）

6,676万人
（▲48）

男性 3,709（▲
24）

女性 2,968（▲
24）

2019年平
均

2020年平
均

6,004万人
（＋68）

男性 3,284（＋
20）

女性 2,720（＋
49）

5,973万人
（▲31）

男性 3,270（▲
14）

女性 2,703（▲
17）
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7 民間
給与の実

態

国税庁「
令和元年

分・令和
2年分　

民間給与
実態統計

調査」

1-7-3
平均給与

の推移

（2008年分〜2020年分）

図表
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平均賞与
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勤続年数

別、平均
給与（2019年分）

図表

0

200

400

600

（万円）
800

全体平均

35年以上

30年～ 34年

25年～ 29年

20年～ 24年

15年～ 19年

10年～ 14年

5年～ 9年

1年～ 4年

316

376

448

510

567

663

677
576

436

245

276

312

340

375

452
429 361 296

386

462

547

618

669

746
754

656
540

計
女性
男性

男女共同参画社会に関す
る世論調査
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3 男女共同参画社会に関
する世論調査

内閣府「男女共同参画社会
に関する世論調査」（個別

面接調査）

2019年9月調査、全国18歳
以上の日本国籍を有する

者（有効回収数：2,645名
　男性：1,238名、女性：

1,407名）

2-3-1 各分野の男女の地位の平等
感
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題②地

方議員
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同参画
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性の政
治参画

への障
壁等に
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調査研

究報告
書」（令

和3年3
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媒体の
調査票
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調査）
2020年

12月〜
2021年

1月調査
、男女

の地方
議会議

員5,51
3名対象

男性

男性
n=3,24

3

n=3,24
3
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2-5-1 家事・育児の役割分担の変化（18歳未満の子を持つ親）（2020年・2021年）

図表
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（％）

46.3

57.5

5.0

5.6

10.4

7.4

17.9

14.4

8.5

6.3
2021年4 ～ 5月

第3回調査

2020年5 ～ 6月
第1回調査

変化は無い
夫・妻ともに
役割が減少

妻の役割が
増加

妻の役割が
やや増加

夫・妻ともに
役割が増加

夫の役割が
やや増加

夫の役割が
増加

0.60.6

0.00.011.711.7

8.18.1

（注）2019 年 12 月（感染症拡大前）からの変化出典：内閣府「第 3 回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

2-5-2 夫の働き方（テレワーク実施）による家事・育児の役割分担の変化（2021年4月〜5月）

図表
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45.8
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3.3
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9.7

6.1

24.0

10.8

12.8

5.0
通常の働き方を

している夫の回答

テレワークを
している夫の回答

変化は無い
夫・妻ともに
役割が減少

妻の役割が
増加

妻の役割が
やや増加

夫・妻ともに
役割が増加

夫の役割が
やや増加

夫の役割が
増加

0.70.7

0.90.9

3.63.6

3.33.3

（注）夫の回答のみ
出典：内閣府「第 3 回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

2-5-3 家事・育児の役割分担の変化と夫婦関係の変化（2021年4月〜5月）

図表
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7.8

9.9

12.3

48.0

49.5

40.2

22.5

22.0

23.0

16.3

11.0

9.8
妻の役割が増加

夫・妻ともに
役割が増加

夫の役割が増加 わからない
夫婦の関係が
悪くなった

夫婦の関係が
やや悪くなった

夫婦の関係は
概ね変化無い

夫婦の関係が
やや良くなった

夫婦の関係が
良くなった

2.62.6

2.22.2

6.66.6
（注）夫婦間の役割分担が変化した子育て世帯対象出典：内閣府「第 3 回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

2-5-4 男性の育休取得希望（2021年4月〜5月）
図表

0 10 20 30 40 50
（％）

42.2

17.117.1

8.9

5.0

8.48.4

18.4
分からない

1 ヵ月以上

2週間～ 1 ヵ月未満

1週間～ 2週間未満

1週間未満

取得しない

0 10 20 30 40 50
（％）

42.3
34.034.0
33.833.8

15.715.7
10.9

10.4
3.0

4.5
5.75.7わからない

その他

育児や家事をするのは好きでないため

妻の育児取得により、育児休暇を取得する必要が無い

仕事にブランクができ、自分の能力が低下するため

周囲からの評価に影響がでる

職場が、男性の育休取得を認めない雰囲気であるため

収入が減少してしまうため

職場に迷惑をかけたくないため

（注）20 歳代・30 歳代の既婚者男性対象出典：内閣府「第 3 回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

5 コロナ下における影響①家事・育児内閣府「第3回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（インターネット調査）

「第4回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（インターネット調査）

2021年4月〜5月調査、日本国内居住のインターネット・登録モニター（15歳〜89歳）対象（有効回答数：10,128名）／2021年9

月〜10月調査、日本国内居住のインターネット・登録モニター（15歳〜89歳）対象（有効回答数：10,128名）

〈1 ヵ月以上の育児休暇を取得しない理由〉

〈育休取得希望状況〉
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15 第5次男女共同参画基本計画
内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書 令和3年版」「第5次男女共同参画基本計画（令和2年12月25日閣議決定）」

2-15-1 第5次男女共同参画基本計画における成果目標の動向（2021年）

図表

項　目

目標値（期限）
計画策定時の数値

最新値

第1分野　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

（※以下は、政府が政党に働きかける際に念頭に置く努力目標であり、政党の自律的行動を制約するものではなく、又、各政党が自ら達成を目指す

目標ではない。）
衆議院議員の候補者に占める女性の割合

35％（2025年）
17.8％（2017年）

17.8％（2017年）

参議院議員の候補者に占める女性の割合

35％（2025年）
28.1％（2019年）

28.1％（2019年）

（※以下は、政府が政党等への要請、「見える化」の推進、実態の調査や好事例の横展開及び環境の整備等に取り組むとともに、政党をはじめ、国会、

地方公共団体、地方六団体等の様々な関係主体と連携することにより、全体として達成することが期待される目標数値であり、各団体の自律的行

動を制約するものではなく、又各団体が自ら達成を目指す目標ではない。現状値は、2019年統一地方選挙における都道府県・政令指定都市・市区

町村議会議員選挙の合計。）統一地方選挙の候補者に占める女性の割合

35％（2025年）
16.0％（2019年）

16.0％（2019年）

検察官（検事）に占める女性の割合

30％（2025年度末） 25.4％（2020年3月31日） 26.0％（2021年3月31日）

国家公務員採用試験からの採用者に占める女性の割合
35％以上（毎年度）

36.8％（2020年4月1日） 36.8％（2020年4月1日）

国家公務員採用総合職試験からの採用者に占める女性の割合
35％以上（毎年度）

35.4％（2020年4月1日） 35.4％（2020年4月1日）

国家公務員採用試験（技術系区分）からの採用者に占める女

性の割合

30％（2025年度）

―

―

国家公務員の各役職段階に占める女性の割合
係長相当職（本省）

30％（2025年度末）
26.5％（2020年7月）

26.5％（2020年7月）

係長相当職（本省）のうち新たに昇任した職員

35％（2025年度）
22.8％（2019年7月）

22.8％（2019年7月）

地方機関課長・本省課長補佐相当職

17％（2025年度末）
12.3％（2020年7月）

12.3％（2020年7月）

本省課室長相当職

10％（2025年度末）
5.9％（2020年7月）

5.9％（2020年7月）

指定職相当

8％（2025年度末）
4.4％（2020年7月）

4.4％（2020年7月）

国家公務員の男性の育児休業取得率

30％（2025年）
12.4％（2018年度）

16.4%（2019年度）

国の審議会等委員等に占める女性の割合審議会等委員

40％以上、60％以下（2025年）
40.7％（2020年）

40.7%（2020年）

審議会等専門委員等

40％以上、60％以下（2025年）
30.3％（2020年）

30.3%（2020年）

都道府県の地方公務員採用試験（全体）からの採用者に占め

る女性の割合

40％（2025年度）
36.6％（2019年度）

36.6%（2019年度）

都道府県の地方公務員採用試験（大学卒業程度）からの採用

者に占める女性の割合

40％（2025年度）
33.6％（2019年度）

33.6%（2019年度）

都道府県職員の各役職段階に占める女性の割合
本庁係長相当職

30％（2025年度末）
22.6％（2020年）

22.6％（2020年）

本庁課長補佐相当職

25％（2025年度末）
20.4％（2020年）

20.4％（2020年）

本庁課長相当職

16％（2025年度末）
12.2％（2020年）

12.2％（2020年）

本庁部局長・次長相当職

10％（2025年度末）
7.0％（2020年）

7.0％（2020年）

市町村職員の各役職段階に占める女性の割合本庁係長相当職

40％（2025年度末） 市町村　35.0％［政令指定
都市　26.5％］（2020年）

市町村　35.0％［政令指定
都市　26.5％］（2020年）

本庁課長補佐相当職

33％（2025年度末） 市町村　29.2％［政令指定
都市　22.6％］（2020年）

市町村　29.2％［政令指定
都市　22.6％］（2020年）
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2 日本社会の
ジェンダー

（株）ネオマ
ーケティング

「日本社会の
ジェンダーに

関するアンケ
ート」（インタ

ーネット調査
）

2021年6月調
査、全国の1

5歳〜69歳の
男女1,000名（

男性：500名
、女性：500

名）対象

4-2-1 日本社会は男
性優位だと思

うか
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4-2-2 日本の男女平
等、世界153

ヵ国中120位
に対する印象
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4-2-3 発言や言葉遣
いに潜むジェ

ンダー
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（注）値は各
言葉に疑問を

感じる者の計

〈「男だから…
」や「女とし

ての…」など
の性別を強調

する言葉〉

〈「イクメン」
という言葉〉

〈「女性の社会
進出」という

言葉〉
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23 男性の育休実態
積水ハウス株式会社「男性育休白書 2021」（インターネット調査）2021年6月調査、全国47都道府県別に、配偶者及び小学生以下の子どもと同居する20代〜50代の男女各200名、計9,400名対象4-23-1 都道府県別、男性の育休取得日数
図表

（注）小数点 3 位以下で差が生じている。

4-23-2 男性の育児休業取得率（2019年・2021年）

図表
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11.3

50代40代30代20代50代40代30代20代全体

（％）

7.97.9

17.417.4

8.38.3

7.97.9

1週間以内n=1,151
56.5％25.4％

18.1％

1週間～
1 ヵ月未満

1 ヵ月以上
2021年　全体 n=9,400

2019年　全体 n=9,400 〈育休取得男性の取得期間（2021年）〉

男性

女性

（注）男性は自分自身、女性は男性の育休取得について回答。

（注）％の値は「賛成する」＋「やや賛成する」の合計値。

4-23-3 男性の育休取得賛成率（2019年・2021年）

図表
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（単位：日）

順位 平均日数 順位 平均日数 順位 平均日数 順位 平均日数

1位 奈 良 県 11.3 13位 京 都 府 4.4 25位 兵 庫 県 2.9 37位 滋 賀 県 2.0

2位 長 野 県 7.8 14位 栃 木 県 4.3 26位 富 山 県 2.7 38位 三 重 県 1.9

3位 埼 玉 県 6.5 15位 神奈川県 4.3 27位 石 川 県 2.6 39位 福 井 県 1.7

4位 新 潟 県 6.0 16位 佐 賀 県 4.2 28位 大 分 県 2.6 40位 山 口 県 1.7

5位 福 岡 県 5.9 17位 群 馬 県 4.0 29位 茨 城 県 2.5 41位 北 海 道 1.6

6位 福 島 県 5.5 18位 高 知 県 3.8 30位 秋 田 県 2.4 42位 岡 山 県 1.3

7位 千 葉 県 5.4 19位 香 川 県 3.8 31位 島 根 県 2.4 43位 和歌山県 1.2

8位 鳥 取 県 5.3 20位 愛 媛 県 3.3 32位 広 島 県 2.3 44位 山 梨 県 1.2

9位 大 阪 府 5.2 21位 熊 本 県 3.2 33位 岩 手 県 2.2 45位 愛 知 県 1.0

10位 沖 縄 県 4.9 22位 宮 城 県 3.0 34位 宮 崎 県 2.2 46位 鹿児島県 0.8

11位 徳 島 県 4.7 23位 山 形 県 2.9 35位 静 岡 県 2.1 47位 青 森 県 0.5

12位 岐 阜 県 4.7 24位 長 崎 県 2.9 36位 東 京 都 2.1 全国平均 3.7
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17 全国女性の参画マップ
内閣府男女共同参画局「全国女性の参画マップ」（2021年12月作成）

2-17-1 都道府県議会議員に占める女性の割合

図表

（注）1　女性割合は小数点第 2位を四捨五入したもの。

2　データの表記の都合上、島の省略等を行っているものがある。

資料：総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」（2019年 8月 1日現在）

都道府県 議員現員数（人） うち女性（人） 女性割合（％）

東 京 都
127

41
32.3

20％以上　2団体

京 都 府
60

13
21.7

神奈川県
104

19
18.3

15％以上～20％未満3団体

滋 賀 県
42

7
16.7

兵 庫 県
85

13
15.3

岩 手 県
48

7
14.6

10％以上～15％未満20団体

埼 玉 県
89

13
14.6

沖 縄 県
48

7
14.6

岡 山 県
55

8
14.5

鳥 取 県
35

5
14.3

静 岡 県
68

9
13.2

千 葉 県
92

12
13.0

長 崎 県
46

6
13.0

栃 木 県
47

6
12.8

宮 城 県
55

7
12.7

長 野 県
56

7
12.5

三 重 県
50

6
12.0

秋 田 県
43

5
11.6

新 潟 県
52

6
11.5

北 海 道
98

11
11.2

徳 島 県
36

4
11.1

宮 崎 県
38

4
10.5

富 山 県
39

4
10.3

福 岡 県
87

9
10.3

鹿児島県
49

5
10.2

奈 良 県
41

4
9.8

5％以上～10％未満18団体

山 口 県
44

4
9.1

愛 媛 県
45

4
8.9

福 島 県
57

5
8.8

岐 阜 県
46

4
8.7

島 根 県
35

3
8.6

都道府県 議員現員数（人） うち女性（人） 女性割合（％）

群 馬 県
47

4
8.5

5％以上～10％未満18団体（つづき）

山 形 県
42

3
7.1

和歌山県
42

3
7.1

石 川 県
43

3
7.0

大 阪 府
87

6
6.9

茨 城 県
59

4
6.8

青 森 県
47

3
6.4

福 井 県
35

2
5.7

佐 賀 県
36

2
5.6

高 知 県
37

2
5.4

愛 知 県
99

5
5.1

香 川 県
40

2
5.0

広 島 県
63

3
4.8

5％未満4団体

大 分 県
43

2
4.7

熊 本 県
48

2
4.2

山 梨 県
36

1
2.8

合 　 計
2,621

305
11.6

世界29ヵ国の中堅企業経営者意識
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5 世界29ヵ国の中堅企業経営者意識

太陽グラントソントン「中堅企業の『女性経営幹部』に関する世界29か国同時調査を発表」

2021年10月〜12月調査、世界29ヵ国の中堅企業4,608社（日本からは従業員数100名以上1,000名未満の中堅・中小企業232社）

対象

5-5-1 日本・中国・米国・英国の経営幹部の女性比率の推移（2011年〜2022年）
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（注） 本質問の経営幹部には以下が含まれる。最高経営責任者（CEO）／代表取締役社長・会長・その他会社代表者、最高業務責任者（COO）、最高財務責任者（CFO）／財務担当取締役、最

高情報責任者（CIO）、取締役人事部長、最高マーケティング責任者（CMO）、取締役経営企画部長、財務部長、経理部長、取締役営業部長、パートナー、共同出資者、共同経営者等。

5-5-2 経営幹部に一人も女性がいない中堅企業の比率（2020年〜2022年）

図表

（注）1　 本質問の経営幹部には以下が含まれる。最高経営責任者（CEO）／代表取締役社長・会長・その他会社代表者、最高業務責任者（COO）、最高財務責任者（CFO）／財務担当取締役、

最高情報責任者（CIO）、取締役人事部長、最高マーケティング責任者（CMO）、取締役経営企画部長、財務部長、経理部長、取締役営業部長、パートナー、共同出資者、共同経営者等。

2　比率（％）が同じ国は、小数点以下の数値で順位付けしている。

（単位：％）

順位
国名

比率

順位
国名

比率

2022年
2021年

2020年

2022年
2021年

2020年

1 日本

48
43

52 18 南アフリカ

6
3

3

2 韓国

33
40

35 19 ブラジル

6
4

13

3 ギリシャ

22
13

24 20 トルコ

6
11

15

4 ロシア

21
23

17 21 フィリピン

6
3

7

5 アイルランド

19
13

18 22 インドネシア

5
4

9

6 アルゼンチン

18
8

28 23 マレーシア

4
2

10

7 アラブ首長国連邦
17

14
25 24 ベトナム

4
1

5

8 オーストラリア
17

10
12 25 米国

3
3

4

9 スウェーデン

17
19

23 26 中国

3
1

5

10 ドイツ

16
16

22 27 インド

3
2

4

11 メキシコ

15
9

15 28 英国

2
7

9

12 イタリア

12
23

18 29 ナイジェリア

0
1

1

13 フランス

11
9

18
アジア太平洋地域平均

14
12

17

14 カナダ

10
9

10
EU加盟国平均
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15

16

15 タイ

10
14
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G7加盟国平均
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12
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16 スペイン

7
13

9
調査対象国平均
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使える！ わかる！

A4判　2021年 10月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-076-3

コロナ禍で変化する女性の暮らしと生活に対する意識 !
ウィズコロナに対応した女性の消費行動と生活様式を
考えるためのデータ集。

女性の暮らしと生活意識
データ集 2022

A4 判　2022 年 2月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-080-0

ノロウイルスや鳥インフルエンザなど……
食の安全と健康を守る社会システムをどう構築するか
を考えるための豊富な資料集。

食の安全と健康意識
データ集 2022

A4 判　2022 年 1月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-079-4

コロナ禍で売上減少の外食産業をどうするか？
ウィズコロナ食生活の変化を捉えるための豊富な資料
を満載！

食生活データ
総合統計年報 2022

A4判　2021年 11月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-078-7

コロナ禍で減少した出生数。その出生数の回復策は？ 
若者と高齢者がバランス良く発展できる社会を考える
ための幅広い総合統計集。

少子高齢社会
総合統計年報 2022

 豊   富   な   統   計   デ   ー   タ  


